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DX戦略および情報処理システムの運⽤・管理に関する⽅針 
CSホームズ株式会社 

1. 経営ビジョンおよびビジネスモデルの⽅向性 

当社は、企業理念「未来をデザインする」のもと、住宅の性能・デザイン・信頼を⾼次で両⽴させる

⼯務店を⽬指してきた。⼀⽅で住宅産業は、省エネ基準適合義務化(2025 年 4 ⽉)、新設住宅着⼯⼾数

の⻑期減少、職⼈の⾼齢化、資材価格の⾼騰といった構造変化に直⾯しており、従来の紙・個別ファ

イル中⼼の現場運営では、住宅性能を数値で保証し、20 年間の点検・保証を約束し、次世代へ資産価

値を引き継ぐ「ミライエ」ブランドの提供を持続することは容易ではない。 

そこで当社は、経営ビジョンを次のとおり明確化する。 

住まいのすべてをデータでつなぎ、 

「未来をデザインする」を数値で証明する⼯務店になる 

設計段階の性能情報、施⼯現場の品質・進捗記録、竣⼯後の性能に関するデータ、20 年にわたるメン

テナンス履歴を⼀貫してデジタル化し、代表・現場・設計・事務および協⼒職⼈が同じ情報にアクセ

スできる状態を構築する。これにより、(a)業務効率化による⽣産性向上、(b)既存商品・サービスの

⾼付加価値化、(c)データ利活⽤による意思決定の質・スピード向上を実現し、性能・デザイン・信

頼を数値で裏付ける⼯務店というポジションを確⽴する。 

2. DX 戦略 

上記ビジョンを実現するため、当社は既に導⼊済のクラウドサービスを基盤としつつ、以下 3 つの戦

略軸で情報処理技術の活⽤を推進する。 

戦略 1:住宅性能データの蓄積と提案活⽤(既存事業の⾼付加価値化) 
標準仕様である耐震等級 3、UA値 0.46以下、C値 0.5 以下を裏付ける設計値・現場実測値(気密測定

値、断熱材施⼯写真、構造計算結果等)を電⼦的に蓄積する。竣⼯後は、顧客の同意が得られた範囲

で光熱費や室温等のデータを収集し、次期顧客への提案時に匿名化した実測レンジを⽰す等の形で活

⽤することにより、数値で⾒せる⼯務店としての差別化を進める。 

戦略 2:現場情報のデジタル⼀元化と業務効率化(⽣産性向上) 
当社は既に、建設業向けクラウド型統合プラットフォーム「ANDPAD」を導⼊し、現場管理・⼯程管

理・受発注管理をデジタル⼀元化している。今後は、この基盤の活⽤範囲を協⼒業者との情報共有、
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施⼯写真・⽇報の運⽤ルール標準化等にも広げ、担当者ごとの品質ばらつきを解消し、少⼈数体制の

まま案件処理能⼒を⾼める。事務作業・現場報告・⾒積作成にかかる時間の削減にも計画的に取り組

む。 

戦略 3:顧客ライフタイム管理と受注データの利活⽤(意思決定の質・スピード向上) 
当社は既に、顧客管理・⾃動追客ツール「デジマ」を運⽤し、⾒込み顧客および OB 施主の情報を⼀

元的に把握する体制を整えている。今後は、この基盤に点検・保証・追加リノベーション相談・紹介

案件の情報を統合し、性能向上リノベーションや設備更新の提案を適切なタイミングで⾏うことで、

既存顧客からのリピート・紹介受注⽐率を⾼める。 

3. DX 戦略推進に必要な体制・組織および⼈材の育成・確保 

推進体制 
代表取締役中川智⼠を実務執⾏総括責任者とし、少⼈数組織の機動⼒を活かした全社⼀体型の推進体

制を敷く。実務執⾏総括責任者は経営意思決定に関する権限を有し、DX 関連の投資判断・優先順位

付けを主導する。役員・現場管理・設計・事務の全員が同⼀のクラウド環境にアクセスし、代表が定

期的に案件の進捗・顧客対応状況を確認する。協⼒業者・地元職⼈については、外部連携⽤の限定ア

クセスアカウントを整備し、無理のない範囲でデジタル移⾏を進める。 

外部リソースの活⽤ 
少⼈数体制の制約を補うため、公的な補助⾦制度を活⽤した外部専⾨家との連携、住宅産業向けクラ

ウドサービス事業者との協業、地域の DX 推進⽀援機関・⾦融機関からの助⾔等、状況に応じて外部

リソースを活⽤する。 

⼈材の育成・確保 
経営者を含む全社員のデジタルリテラシー向上を経営課題と位置づけ、社員それぞれの現状スキルと

必要スキルを把握したうえで、外部研修等を活⽤しながら学び直しの機会を継続的に整備する。既存

社員が業務改善提案を⾏い、⾃らデジタル化を進めた事例を評価対象とし、現場発の改善を促進する。 

4. IT システム環境の整備に向けた⽅策 

既存クラウドサービスを基盤とした運⽤ 
当社は既に、以下のクラウド型業務サービスを導⼊・運⽤しており、これらを情報基盤の中核として

位置づける。 

● ANDPAD:建設業向け統合プラットフォーム。現場管理・⼯程管理・受発注管理を⼀元化。 

● デジマ:顧客管理・⾃動追客ツール。顧客情報の管理と継続的なフォローを実現。 
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社内サーバーを新たに保有せず、これらのクラウドサービスを軸とした運⽤を継続することで、場所

を問わずセキュアに情報にアクセスできる環境を維持する。 

活⽤範囲の拡⼤と補完的な整備 
既存サービスの活⽤範囲を計画的に広げ、社員および協⼒業者が必要な情報を共有できる状態を実現

する。あわせて、電⼦契約サービスの導⼊、既存サービス間の連携拡充、住宅性能データの蓄積・活

⽤に必要な仕組みの整備を段階的に進める。 

投資計画 
既存サービスの利⽤維持および追加投資は、年度ごとの事業計画に組み込み、代表取締役の承認を経

て実⾏する。IT導⼊補助⾦・省⼒化投資補助⾦等の公的⽀援制度の活⽤も並⾏して進める。 

セキュリティ環境の基本⽅針 
利⽤中のクラウドサービスにおいて 2 段階認証を全社員・全アカウントで運⽤し、業務端末はデバイ

ス管理の対象とする。顧客の個⼈情報、住宅図⾯、家族構成、財務情報を扱う特性を踏まえ、アクセ

ス権限を役割別に細分化する。詳細は 7 章に記載する。 

5. 戦略の達成状況に係る指標(KPI) 

DX 戦略の進捗を測るため、以下の指標を設定し、四半期ごとに代表取締役および取締役が状況をモ

ニタリングのうえ、必要に応じて戦略および実⾏計画の⾒直しを⾏う。 

戦略の推進を測る指標(〜2027 年度末) 
● ANDPADによる現場情報(進捗・現場写真・施⼯⽇報等)の全案件での運⽤体制を確⽴ 

● デジマへの既存 OB施主情報の登録範囲拡⼤(登録対象者の 80%以上) 

● 電⼦契約サービスを導⼊し、契約書・重要事項説明の電⼦化率 100%を実現 

● 竣⼯物件の性能実測データ(気密測定値、断熱施⼯記録等)の電⼦保存率:新築案件で 100% 

事業成果を測る指標(〜2028 年度末) 
● 事務作業(⾒積作成・書類作成・現場報告)の 1件あたり所要時間:現状⽐ 15%削減 

● OB施主からの紹介・追加受注⽐率:新規受注案件の 20%以上 

● 性能数値を提案書に組み込んだ案件の割合:契約前商談の 30%以上 

6. DX 戦略の前提となる課題把握 

当社は、代表取締役のリーダーシップのもと、「DX推進指標」に基づく⾃⼰診断を 2026年 7⽉に実

施し、DX 推進ポータルを通じて提出済である。診断結果からは、(a)ANDPAD・デジマ等の導⼊済ク

ラウドサービスから得られるデータの部⾨横断的な活⽤が進んでいないこと、(b)住宅性能・施⼯・
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保守データを継続的に活⽤する仕組みが未整備であること、(c)社員のデジタルスキルの把握と学び

直しの体制が初期段階にあること、が主要な課題として明確になった。本⽅針および戦略・KPI・投

資計画は、この診断結果を踏まえて策定している。 

7. 情報セキュリティに関する取組 

当社は、SECURITY ACTION制度に基づく「⼆つ星」の⾃⼰宣⾔を⾏い、情報セキュリティ基本⽅針

および取扱規程を整備する。代表取締役をサイバーセキュリティの経営責任者と位置づけ、以下の対

策を実施する。 

● 全社員に対する年次のセキュリティ研修および標的型メール訓練の実施 

● パスワード管理・端末管理・アクセス権限管理の社内ルール運⽤ 

● 顧客の個⼈情報・住宅図⾯・契約情報等の機微データを守るべき情報として特定し、権限に

応じたアクセス制御を実施 

● サイバー攻撃・システム障害等が発⽣した場合の初動対応⼿順を整備し、代表取締役以下取

締役による定期的な確認を実施 

● 協⼒業者との情報共有にあたっては、限定アカウントの発⾏および取扱ルールの周知によ

り、サプライチェーン上のセキュリティリスクを低減 

● 必要に応じて外部の専⾨家の助⾔を受け、体制を継続的に⾒直す 

8. 事業継続への取組 

当社は、2024 年 5 ⽉に事業継続⼒強化計画の認定を受けており、⾃然災害・感染症等の緊急時にお

ける事業継続の体制を整備している。DX 推進により情報基盤のクラウド化が進むことで、事業所が

被災した場合でも社員・協⼒業者が場所を問わず情報にアクセスし、業務を継続できる状態が段階的

に整いつつある。これにより、情報セキュリティ上の対策(7 章)とあわせて、平時から有事までを⾒

通した経営基盤の強靱化を進める。 

9. 代表メッセージ 

「未来をデザインするための、数値の約束」 

住宅は、家族が最も⻑い時間を過ごし、次の世代まで残る資産です。だからこそ、私たち⼯務店はな

んとなく良い家ではなく、数値で証明できる良い家を、20 年後・30 年後も同じ⽔準で提供し続ける

責任があります。 

デジタル技術は、そのために⽋かせない道具です。図⾯の中⾝、現場の⼀枚の写真、竣⼯後の室温、

20 年⽬の点検記録――すべてがつながって初めて、私たちは⾃信を持って「未来をデザインしました」

とお客様に⾔うことができます。 
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私⾃⾝が先頭に⽴ち、全社員・協⼒業者とともに、この⽅針を着実に進めてまいります。 

CS ホームズ株式会社 代表取締役 中川 智⼠ 

 

2026年 7⽉ 7⽇ 取締役全員⼀致により決定 
2026年 7⽉ 14⽇ 当社ウェブサイトにて公表 

CS ホームズ株式会社 
愛知県名古屋市名東区野間町 70 サンハイツ⾼針 1F 
代表取締役 中川 智⼠ 


